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電通のオープン・ビッグデータを活用した 
地方創生推進に対する取り組みに関してのご紹介 

①経済産業省からの委託事業 
　「企業取引情報等による地域活性化事業」について 
 
②オープン・ビッグデータを活用できる 
　人材・育成プログラムの開発＆検討 
 
③地方創生に関する生活者意識について 



「地域経済システム（RESAS）」について 

平成27年４月21日より、地方自治体の方々が地方版総合戦略を策定される
際の情報支援ツールとして、「地域経済分析システム」（RESAS）が公開。 
機能が限定されているが、一般の方も使用可能。 

https://resas.go.jp	


機能マップ一覧（H27年9月） 
 
・産業マップ 
・農林水産業マップ 
・観光マップ 
・人口マップ 
・自治体比較マップ 



「地域活性化事業」で取り組んでいることについて 

ミラサポ 
中小企業庁の委託により運
営している、全国385万社
の中小企業・小規模事業者
とその支援を行う支援機関
や専門家のためのインター
ネットサービス 

施策マップ 
施策立案時の参考や、相手に
応じた効果的な支援検討の際
に、国・都道府県・市区町村
の支援施策情報を一覧 



} 仮説設定をして、取り組む目的意識 

} 分析能力に加えたプランニング能力 

} 産官学民金労言での広域連携コミュニティ 

データを地方創生に活用することへの課題 

データを活用できる人材・育成プログラムの開発＆検討 



地方創生に関する生活者意識について 
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2015 年 6 月 3 日 
 

電通、全国1万人規模で「地方創生に関する意識調査」を実施 
 
株式会社電通（本社：東京都港区、社長：石井 直）は、国民の地方創生に関する認知度や意

識を把握するため、2015 年 4 月に全国の 10 代～60 代の 1 万人を対象にした調査を実施しまし

た。以下、調査で得られた主なファインディングスをご紹介します。 
 
■主なファインディングス 
 
１．「地方創生」の言葉の認知は約8割。10～20代でも6割を超える。 
・地方創生の言葉の認知（「知っている」「少し知っている」「言葉は聞いたことがある」

の合計）は全体の約8割（77.7%）。10～20代でも6割を超える（63.9%）。 
・一方、内容まで知っている（「知っている」「少し知っている」の合計）と回答した人は

33.8%にとどまり、10～20代では24.5%と3割を割り込んだ。【図表１】 
・地方創生について見聞きしたメディアは、「テレビ」(87.1%)が突出して高く、次いで「新

聞」(43.0%)「インターネット」(22.8%)だった。【図表２】 
 

２．人口の東京一極集中は、東京在住者でさえも約7割が「抑えた方がよい」と回答。 
・人口の東京一極集中を抑えた方がよい（「抑えるべきだ」「ある程度抑えた方がよい」の

合計）と回答した人は、全体の7割を超える（75.6%）。 
・東京都在住者(1,195人)においても約7割(68.4%)の人が抑えた方がよいと回答している。  

【図表３】 
 

３．約7割が「人口減少は困ったことだと思う」と回答。 
・日本の人口減少傾向を困ったことだと思う（「程度にかかわらず、人口減少は困ったこと

だと思う」「多少の人口減少は問題ないが、1億人を切るような人口減少は困ったことだと

思う」の合計）と回答した人は、全体の約7割(72.0%)だった。 
・一方で、「推計のとおりに人口が減少しても問題ないと思う」（10.6%）、「人口減少に

ついては問題があるともないとも思わない」（8.7%）との回答も見られた。【図表４】 
 
４．人口の少ない都市ほど、将来人口が減少していくという実感が強い。 
・都市の人口規模別に、居住地域の人口増減についての将来見通しを聞いたところ、人口の

少ない都市ほど将来人口が減少するという実感が強いことが分かった。 
・人口が100万人以上の都市では、「とても減少していく」が4.6%、「やや減少していく」

が31.6%だったのに対し、5万～10万人未満の都市では「とても減少」19.8%、「やや減少」

39.1%、5万人未満では「とても減少」34.5%、「やや減少」37.0%だった。 
・一方、人口が増加していく（「やや増加」「とても増加」の合計）との回答は、5万人未満

の都市でも約1割（11.2%）見られ、30万～50万人未満の都市では18.6%、50万～100万人

未満の都市では18.0%、100万人以上の都市では4人に1人（26.4%）いることが分かった。

■　調査手法	
：　WEB調査	


■　調査地域	
：　全国	


■　調査対象者	


15歳～69歳　男女個人 
※高校生含む	


■　サンプル数／割付 	


エリア×性年代を 
人口構成比で10,000ss回収 




